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2005年10月に介護保険制度の施設給付の見直しとして実施された，居住費・食費の自己負担
化が介護老人福祉施設，介護老人保健施設，介護療養型医療施設（以下，介護保険３施設）施
設数および入所利用人数に対してどの程度，影響を及ぼしているかを明らかにすることを目的
とした。
厚生労働省が公表している介護給付費実態調査月報の2002年４月から2006年３月までの48カ

月分のデータを用い，介護保険３施設それぞれにおける施設数，利用人数と１施設当たり平均
利用人数を経時的に図示し，その傾向をみた。その上で，見直し前24カ月のデータから，見直
し後の６カ月を予測し，実測値との差を検討することで見直し前後に有意な変化があったかど
うかを検討した。
施設給付の見直し前後で有意な減少があったのは，介護療養型医療施設の施設数と利用人数

のみであった。さらにこの減少を利用人数の介護度別でみた結果，介護度５の利用人数が有意
に減少していた。介護療養型医療施設において減少した利用者の行き先としては，医療療養型
医療施設の可能性が示唆された。介護給付費実態調査は月報であり，本データによる分析では
介護老人福祉施設，介護老人保健施設の利用人数に有意な減少は認められなかったが，実際に
はこの２つの介護保険施設においても退所者が存在していたことが報告されている。介護老人
福祉施設，介護老人保健施設では，今回の見直しにより退所者が発生したが，すぐに利用者が
入所したことにより利用者人数に変化がみられなかった可能性が考えられる。
施設給付の見直し前後における施設数と利用人数の変化をみることで，居住費・食費の自己

負担化が介護療養型医療施設の施設数と利用人数，特に介護度５の利用人数減少の影響を与え
ていたことが明らかになった。

介護保険制度，施設給付，介護老人福祉施設，介護老人保健施設，介護療養型医療施設

Ⅰ

平成12年４月に創設された介護保険制度は，
高齢者の老後の安心を支える仕組みとして定着
してきた。しかし，このような状況は，介護保
険の総費用の急速な増大を引き起こし，現行制
度のままでは，財政逼迫による保険料の大幅上

昇が見込まれ，制度の持続可能性が緊急の課題
となっている。平成17年10月に実施された施設
給付の見直しは，「在宅と施設の給付と負担の
公平性」「介護保険と年金の調整」の観点から
介護施設における居住費・食費を保険給付の対
象外，つまり利用者の自己負担とするものであ
り，この見直しにより，保険給付および保険料
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（単位 万円／月額）

所得による保険料区分 １ ２ ３ ４～６

対象者

生活保護受給
者，又は住民税
世帯非課税かつ
老齢福祉年金受
給者

住民税世帯非課
税等（年金収入
＋合計所得金
額＝80万円以
下）

住民税世帯非課
税等（年金収入
＋合計所得金
額＝80万円超
266万円以下の
者）

住民税本人非課
税かつ年金収入
266万円超，又
は住民税本人課
税者

介護老人保健施設
介護療養型医療施設

資料 介護保険制度改正パンフレット（厚労省ホームページ参照）を参考にして計算
注 1) 範囲があるのは居室（多床室，個室等）によって額が異なるためである。
2) ＊保険料区分４～６においては，施設による自由設定のため平均差額を示した。これ以上の増
額もありうる。

介護老人福祉施設
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の上昇が抑制されると見
込まれている。1)2)

利用者が負担する居住
費・食費の金額は，原則
として利用者と施設の契
約によって定められるが，
低所得者については，負
担限度額が設けられ，平
均的な費用（基準費用
額）と負担限度額との差
額について補足給付がな
される。 は，介護保
険３施設の要介護度５の利用者における，施設
給付見直し後の平均自己負担増額分を所得によ
る保険料区分ごとに示したものである。居住
費・食費の基準費用額は厚生労働省が示した額
とし3)，特別な室料や特別な食費はかからない
ものとして算出した。さらに利用する居室（多
床室または個室）による居室料の差については，
その負担額差を算出し，レンジ（範囲）として
示した。その結果によると，低所得者である保
険料区分１と２の利用者については，見直し前
に比べ自己負担額が縮小している介護施設も
あったが，保険料区分３以上の利用者について
は，介護保険３施設において自己負担額が増大
していた。以上のことから，介護保険３施設に
おける居住費・食費の自己負担化に伴う自己負
担額の増大による影響として，支払いが困難な
利用者が負担に耐え切れず退所を余儀なくされ
る可能性，さらに施設側にとっては，居住費・
食費が保険給付の対象外となることにより，総
収入（窓口負担および保険給付）が減少し，経
営困難を引き起こし，閉鎖する施設が発生する
可能性が考えられた。
しかし，全国規模で，本見直しによる影響を

明らかにした報告は少なく，著者らの調べによ
ると，これまでに３つのアンケート調査がある。
一つめは，日本療養病床協会が全国の介護療養
型施設を持つ659病院と利用者家族（1,881人が
回答）を対象とし，実施した調査である（160
病院から回答，24.3％）4)。その結果によると，
51％の施設が「未収の増加が不安」と回答して

いた。さらに，利用者の家族においては，支払
いが困難な場合は，54％の家族が「在宅介護は
不可能なので他の安い施設を探す」と回答して
いる。二つめは，全国保険医団体連合会が，16
都府県の保険医協会を対象に行った調査に３県
が実施した調査を加えたものである5)。これに
よると，見直し後３カ月間に「居住費・食費の
自己負担化が原因で退所した者が存在する施設
は，282施設（12.9％）であり，計585人の利用
者が退所していた。さらに，1,216施設(55.4
％)の施設が，見直しにより施設の総収入が
減ったと回答し，事業所経営への影響を示唆し
ている。三つめは，厚生労働省老健局が実施し
た「各自治体における居住費・食費の負担の見
直しに伴う退所者調査」である。この調査では，
全国の介護保険３施設の入所定員数の約４割に
当たる68自治体（24県44市町村）からの回答を
もとに，13（１県12市町村）の自治体で退所者
がいなかったこと，退所者がいた自治体におい
ても，退所者の入所定員数に占める割合は小さ
いことを報告している。さらに，退所者ごとの
状況を具体的に把握していた20自治体（３県17
市町村）について，事例分析を行い，「介護保
険施設で介護サービスを受ける必要があるにも
関わらず，居住費・食費の負担の見直しに伴い
退所せざるを得ない事例ではなかった」ことを
報告している6)。以上の３報告は全国レベルの
調査結果ではあるが，いずれも回収率が低いこ
と，また，報告によっては，退所者の定義，調
査対象期間や調査方法が自治体により異なって
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注 1) 介護保険給付費実態調査月報2002年（平成14年）５月審査分の数は，通
常，前月2002年４月に利用した分の請求をあらわす。
2) 請求事業所数において，同一事業所が異なる月の請求分を同月に請求し
た場合，１事業所と換算される。
3) 受給者数とは，当該審査月に請求のあった者であり，同一利用者が異な
る月の請求分を同一月に請求した場合，２人と換算される。

調査項目と調査期間 用いた資料 用いた項目，計算式

施設数
2002年４月～2006年３月

厚生労働省統計情報部発行
介護保険給付費実態調査月報
（平成15年５月審査分～平成
18年４月審査分）
結果表
受給者数3)，要介護状態区
分・サービス種類別の計

介護福祉施設サービ
ス，介護保険施設
サービス，介護療養
施設サービス

利用人数
2002年４月～2006年３月

介護福祉施設サービ
ス，介護保険施設
サービス，介護療養
施設サービス

１施設当たり平均利用人数
2002年４月～2006年３月

上記２つの資料 受給者数／事業所数

厚生労働省統計情報部発行
介護保険給付費実態調査月報
（平成15年５月審査分1)～平
成18年４月審査分）
結果表
請求事業所数2)－件数－実日
数－単位数－費用額，サービ
ス種類・施設事業所区分別の
請求事業所数
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おり，これらの結果を一般化することは困難で
あると思われた。
本研究では，厚生労働省が公表している介護

給付費実態調査月報を用い，介護保険３施設の
施設数および入所利用人数が，居住費・食費の
負担の見直しの前後でどのように変化したかを
明らかにすることを目的とした。

Ⅱ

厚生労働省が，毎月公表している介護給付費
実態調査の結果表のうち，「請求事業所数－件
数－実日数－単位数－費用額,サービス種類･施
設事業所区分別」と「受給者数，要介護状態区
分・サービス種類別」のデータを厚生労働省ホ
ームページ7)より2002年４月から2006年３月ま
での48カ月分をダウンロードし，分析に用いた。
介護給付費実態調査は，介護サービスに係る

給付費の状況を把握し，介護報酬の改定など，
介護保険制度の円滑な運営に必要な基礎資料を
得ることを目的として平成13年５月分より厚生
労働省が実施している調査である7)。各都道府
県の国民健康保険団体連合会が審査した介護給
付費明細書，給付管理票等を集計対象とし，過

誤・再審査分を含まない原審査分について集計
しており，結果の概要として，受給者数，受給
者１人当たり費用額，介護保険施設サービスの
状況で構成されている。本研究では，この中か
ら，介護保険３施設の請求事業所数と受給者数
計の項目を使用した 。

介護給付費実態調査月報の介護老人福祉施設，
介護老人保健施設，介護療養型医療施設それぞ
れの請求事業所数を「施設数」，受給者数を
「利用人数」，施設ごとに同月の受給者数を請
求事業所数で割ったものを「１施設当たり平均
利用人数」と定義した。

介護保険給付費実態調査月報で示される年月
は，審査年月である。この調査で示されるデー
タは，審査月の１日から10日までに各自治体の
国民健康保険団体連合会に請求された分を，前
月末日までの１カ月単位ごとの集計である。例
えば，平成14年５月審査分は，４月以前の介護
保険利用分である。そのため本研究では，年月
の定義として，ほぼ実際の利用月である審査月

の前月のデータを用いた。

全体の経時推移における期間は，
2002年４月から2006年３月までとした。
始まりを2002年４月からとしたのは，
受給者数のデータが2001年４月から公
表されており，一方，請求事業所の
データが2002年４月からの公表されて
いることによる。また，終わりを2006
年４月としたのは，2006年４月から新
たな介護報酬改定が施行されたことに
よる影響を小さくするためである。

介護保険３施設それぞれにおける施
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資料 介護給付費実態調査月報「請求事業所数－件数－実日数－単位数－費用額サービス種類・施設事
業所区分別」（2005年５月審査分～2006年４月審査分）

施設数

介護老人
福祉施設

介護老人
保健施設

介護療養型
医療施設

介護老人
福祉施設

介護老人
保健施設

介護療養型
医療施設

介護老人
福祉施設

介護老人
保健施設

介護療養型
医療施設

2005年４月
５
６
７
８
９
10
11
12

2006年１月
２
３

12月－９月

利用人数（人） １施設当たり平均利用人数（人）
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設数，利用人数と１施設当たり平均利用人数を
経時的に図示し，その傾向をみた。次に，居住

費・食費の負担の見直しの前後でどのように変
化したかを明らかにするために，見直し前２年
の24カ月のデータである2003年10月から2005年
９月までを用いて，介護保険３施設それぞれに
ついて，施設数，利用人数と１施設当たり平均
利用人数における回帰直線を推定した。見直し
前２年の始まりを2003年10月からとしたのは，
2003年４月の一部見直しによる，介護保険３施
設の介護報酬の一部改定の影響を小さくするた
めである。そして見直し前の推移がそのまま継
続したと仮定し，見直しのあった2005年10月か
ら2006年３月までのそれぞれの月の推定された
回帰による区間予測と実測値を比較し，95％信
頼区間から外れたものを有意とした。施設数と
利用人数ともに有意な減少がみられた場合には，
利用者の介護度別についても上記同様の検討を
行った。さらに見直し後のサービスの移動の可
能性を探るために，厚生労働省の医療施設動態
調査8)をもとに医療療養型医療施設や一般病床，
居宅サービスについても上記同様の検討を行っ
た。なお統計処理には，統計解析パッケージ

8.29)を用いた。

Ⅲ

介護保険３施設の施設数，利用人数および１
施設当たり平均利用人数
の経時変化を に，見
直し前後12カ月における
実際の値と見直し前月の
９月と12月（見直し月と
その翌月は見直しに伴う
事務処理の遅れ等の影響
を除くため）の実測値の
差を に示す。
施設数については介護
老人福祉施設は一貫して
増加がみられ，増加率は
３施設の中で最も高かっ
た。また，介護老人保健
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予測値 実測値95％信頼区間
2005年10月

11
12

2006年 1月
2
3

2005年10月
11
12

2006年 1月
2
3

2005年10月
11
12

2006年 1月
2
3

2005年10月
11
12

2006年 1月
2
3

2005年10月
11
12

2006年 1月
2
3

2005年10月
11
12

2006年 1月
2
3

2005年10月
11
12

2006年 1月
2
3

2005年10月
11
12

2006年 1月
2
3

2005年10月
11
12

2006年 1月
2
3

2005年10月
11
12

2006年 1月
2
3

2005年10月
11
12

2006年 1月
2
3

2005年10月
11
12

2006年 1月
2
3

2005年10月
11
12

2006年 1月
2
3

2005年10月
11
12

2006年 1月
2
3

＊
＊

＊

＊
＊

＊
＊

注 1) 予測値は回帰分析によリ算出 2) ＊：実測値が予測値より有意に高い（ｐ＜0.05）
3) :実測値が予測値より有意に低い（ｐ＜0.05）

施設数

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

利用人数（人）

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

１施設当たり平均利用
人数（人）

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

介護療養型医療施設の
介護度別利用者（人）

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５
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施設では全体的に漸増傾
向がみられた。この２つ
の介護施設においては，
見直しのあった月（2005
年10月）にそれまでの推
移と異なる大きな変化は
認められなかった。介護
療養型医療施設は2003年
３月までは変動しながら
も漸増傾向にあった。し
かし，2003年３月以降は
漸減傾向になり，2005年
６月には介護老人保健施
設が上回った。見直し月
には156施設の大きな減
少があり3,075施設にな
り，９月から12月までに
147施設が減少していた。
利用人数については，

介護老人福祉施設は，変
動しながらも全体的に増
加傾向にあった。見直し
のあった月には前月
382,900人から376,600人
と約6,300人の減少が
あったが，翌月はそれを
上回る約15,100人の増加
があり391,700人となっ
た。９月から12月までに
約8,300人増加していた。
介護老人保健施設も同じ
く変動しながら全体的に
増加傾向にあった。見直
しのあった月には約
2,200人の減少があった
が，翌月は約3,900人の
増加があった。９月から
12月までに約3,000人増
加していた。介護療養型
医療施設は，2004年２月
までは漸増傾向であった
が，2004年３月以降漸減
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（単位 人）

介護療養型医療施設の介護度別

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

2005年４月
５
６
７
８
９
10
11
12

2006年１月
２
３

12月－９月

資料 介護給付費実態調査月報「受給者数，要介護状態区分・
サービス種類別」（2005年５月審査分～2006年４月審査分）

第55巻第２号「厚生の指標」2008年２月

傾向となっていた。見直しのあった月には約
6,500人の減少があり，翌月は約2,900人の増加
があった。結果として，介護療養型医療施設に
おいて，見直し後の９月から12月までに約
4,000人の利用者の減少があった。
１施設当たり平均利用人数については，2002

年４月から2006年３月までの観察期間中に，介
護老人福祉施設は67～70人，介護老人福祉施設
は86～90人で推移していた。介護療養型医療施
設は37～42人で漸増傾向であった。そして，い
ずれの施設も見直しのあった月に一時的な減少
があり，見直し後の９月から12月までは漸増し
ていた。

見直し後６カ月における介護保険３施設の施
設数，利用人数，１施設当たり平均利用人数と
見直し前24カ月から推定された予測値と実測値
との比較を に示す。見直し後６カ月間すべ

ての実測値が回帰分析により予測された95％信
頼区間より有意に低かったのは，上記のうち介
護療養型医療施設の施設数と利用人数のみで
あった。有意差のあった介護療養型医療施設の
施設数，利用人数の予測値と実際を に示す。

施設数と利用人数において有意な減少が認め
られた介護療養型医療施設の介護度別利用人数
の推移を に示した。いずれの介護度におい
ても減少傾向であったが，９月から12月の差に
おいて，最も減少していたのは，介護度５の約
2,600人であった 。介護度別利用者の予
測値と実際を に示す。見直し後６カ月間す
べての実測値が予測された95％信頼区間より有
意に低かったのは，介護度５の利用者のみで
あった。
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医療療養型医療施設 一般

施設数 病床数 病床数

病院 診療所 病院 診療所 病院 診療所

2005年４月
５
６
７
８
９
10
11
12

2006年１月
２
３

12月－９月

資料 医療施設動態調査（平成17年４月末概数～平成18年３月末
概数）
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医療療養型医療施設（病院）は，施設数，病
床数 ともに増加傾向にあった。一方，
医療療養型医療施設（診療所）は，施設数，病
床数ともに減少傾向にあった。一般病院および
一般診療所の病床数は減少傾向にあった。増加
傾向にあった医療療養型医療施設(病院)の病床
数について見直し前24カ月の実測値から推定し
た見直し後６カ月間の予測値と実測値との比較
を行ったところ，この増加は有意ではなかった。
居宅サービス利用者において増加のみられた

居宅サービスについて同データと方法を用いて
見直し前24カ月の実測値から推定した見直し後
６カ月間の予測値と実測値との比較を行ったが，
いずれの増加も有意ではなかった 。

Ⅳ

居住費・食費の自己負担化は，同時に当該費
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（単位 千人）

訪問介護 訪問入浴介護 訪問看護
訪問リハ
ビリテー
ション

通所介護
通所リハ
ビリテー
ション

福祉用具
貸与

短期入所
生活介護

2005年４月
５
６
７
８
９
10
11
12

2006年１月
２
３

12月－９月

短期入所
療養介護
（老健）

短期入所
療養介護
（病院等）

居宅療養
管理指導

認知症対
応型共同
生活介護

特定施設
入所者
生活介護

2005年４月
５
６
７
８
９
10
11
12

2006年１月
２
３

12月－９月

資料 介護給付費実態調査月報結果表の受給者数，要介護状態
区分・サービス種類別（2005年５月審査分～2006年４月審
査分）
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用が保険給付の対象外となる
ことを意味している。介護報
酬による収入においては，介
護報酬から居住費が減額され
るため減収となる。また，食
費についても，基本食事サー
ビス費の給付の廃止に伴い，
利用者から基準額を徴収する
ことになるが，施設としては
減収となる。新設された栄養
管理加算を算定しても減収に
なる。さらに，胃ろうをはじ
め経管栄養に認められていた
特別食加算の廃止も同時にあ
り，経管栄養患者の多い療養病床では今回の見
直しは大きな減収につながった可能性が考えら
れる。日本療養病床協会の調査5)においても，
経営面での影響から介護療養型病床を持つ病院
の８％が医療療養型に転換する考えがあること
が報告されている。さらに，全国保険医団体連
合会が見直し後に介護保険３施設総数の18.1％
に対して行ったアンケート調査5)により，55.4
％の施設が「総収入が減少した」と回答してお
り，19.1％で食費・居住費を含めた利用者負担
費用の滞納者がいることが明らかにされている。
同時期に，日本療養病床協会が療養病床施設に
行ったアンケート調査4)においても，63.4％の
施設が「減収と利用者の負担増額分が大きすぎ
る」と回答していた。本研究で得られた結果は，
居住費・食費の自己負担化が介護療養型医療施
設の経営に影響を与えているという結果を裏付
けるものであり，介護保険制度における施設給
付の見直しの影響を表す指標の１つと推測され
る。
介護療養型医療施設の施設数減少によって退

所したと思われる利用者約4,000人の行き先に
ついて考察する。米国の らは，医療保
険政策の見直しにより，施設収入が減少した際
の施設数の減少と病院併設の療養型老人施設に
おいて同組織内での転換による対応を報告して
いる10)。日本療養病床協会の調査4)によると，
居住費・食費の支払いが困難な場合の対応とし

て，家族は「在宅での介護は不可能なので他の
安い施設を探す」「ヘルパー，通所リハビリ等
の在宅サービスを使って在宅で対応する」とし，
施設では「他の施設を紹介し，退院を促す」が
最も多い。さらに，全国保険医団体連合会の調
査5)では，３施設の退所者の行き先は，44.1％
が在宅に，他の介護保険施設13.5％，有料老人
ホーム2.6％，入院5.0％等であったことが示さ
れている。
第１に，介護老人福祉施設と介護老人保健保
険施設への入所の可能性について，前述のよう
に，毎月の総数の推移のみで個人の動向を追っ
ていないことから，利用者が入れ替わっても数
字上，変化として捉えることは難しい。そのた
め，本研究では，別の介護保険施設に移り，さ
らにその施設からの退所者が順送りに退所に
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なっている可能性は否定できない。また，介護
老人福祉施設および介護老人保健施設の施設数
は見直しの影響はなく増加していたこと，利用
人数は見直しの前後に一過性の減増はあったが
増加していたことから，その他の可能性として，
当該施設が新しく開設され，すぐに利用者が定
員に達したことも考えられる。また，この２つ
の介護施設は，介護療養型医療施設と比較する
と，利用者の負担額が少なく（介護度５，保険
料区分４，個室（基準費用）の場合，介護療養
型医療施設13.9万円／月，介護老人福祉施設
12.8万円／月，介護老人保健施設13万円／月），
日本療養病床協会による調査結果にも合致して
いる。また，療養病床が介護老人福祉施設への
入所待機のための中間施設となっているという
現状を指摘した報告もある。このことから新し
く開設された介護施設に移った可能性は高いと
考えられる。
第２に，別の介護療養型医療施設への入所の

可能性について，見直し後の１施設当たり平均
利用人数が漸増していたことより，閉鎖せずに
存続した介護療養型医療施設において入所者を
増やした可能性がある。すなわち，別の介護療
養型医療施設への転院の可能性である。今回の
見直しは介護療養型医療施設の経営に影響を与
えた可能性が高く，収入減少の抑制を目指し
ベッド数を増加し利用者の人数を増した可能性
がある。利用者や家族にとっては，施設機能が
同じことから今までと同様の介護を受けられる
メリットがあり，この可能性も否定できない。
第３に，医療療養型病床や一般病床への移動

の可能性については，医療療養型医療施設（病
院）は，施設数，病床数ともに増加傾向にあっ
たが，この増加は統計的に有意ではなかった。
しかし，絶対数としては増加しており，利用者
や家族にとっては移動に伴う身体的負担がない
こと，医療保険適用になり，居住費・食費がこ
れまでどおり保険でカバーされることから経済
負担も介護療養型医療施設より小さくなること
のメリットが考えられる。また，施設側にとっ
ては，利用者の減少による病院全体の減収を防
げること，介護型病床があり，かつ医療型病床

または一般病床を持っている病院は，病床の変
更は届け出により簡単に変更できる等のメリッ
トがあるため，退所した利用者の移動先として
可能性が高いと考えられる。また，日本療養病
床協会の調査4)結果， ら10)の報告，介護
度５の利用者が有意に減少していたことを考え
合わせると，介護療養型病床利用の介護度５の
入所者は医療的処置（経管栄養など）を必要と
する場合がほとんどであり，医療療養型病床に
移った可能性も非常に高いと考えられる。一般
病床への可能性については，一般病床数は減少
傾向にあるが，見直し前の数カ月は減少の傾き
が小さくなっていた。このことから，一時的に
一般病床に転床させ，退所者が今後の移動先を
決定するまでの猶予期間を与えた可能性も考え
られる。
第４に，居宅サービスへの移動の可能性につ
いては，まず，認知症対応型共同生活介護利用
者や，有料老人ホーム，ケアハウスに暮らす特
定施設入所者生活介護者について考察する。そ
れぞれの事業所数と利用人数の推移をみた7)と
ころ，見直し時には大きな変化はみられず，事
業所数，利用人数ともに一貫して著しく増加し
ていた。認知症対応型共同生活介護サービスは，
軽い認知症で共同生活を送ることのできる利用
者という条件であるが，実際は介護度５（認知
症対応型共同生活介護全利用者の3.7％前後で
推移）や介護度４（同13.8％前後で推移）7)の
者も利用していることから，療養ニーズの高い
利用者が入所した可能性も考えられる。有料老
人ホーム，ケアハウスに暮らす介護保険利用者
（特定施設入所者生活介護の利用者）において
も，介護度５（これらの全利用者の10％で推
移）や介護度４（同15～16％で推移）の者も利
用していることから，一時的にこのような事業
所に入所して福祉用具貸与等の居宅サービスを
受けながら介護老人福祉施設の空きを待ってい
る可能性もあると考える。今回の居住費・食費
の自己負担化の見直しにより，介護保険３施設
の施設サービスとこれらの事業所の自己負担額
の差は縮小したと推測され11)12)，これが在宅療
養が不可能な退所者の移動先になりうると考え

32― ―



第55巻第２号「厚生の指標」2008年２月

られる。
次に，自宅に戻り居宅サービスを受けている

可能性を検討する。前述の全国保険医団体連合
会のアンケート調査5)によれば，退所者の移動
先の回答で在宅（自宅）の割合が44.1％であっ
たが，どの施設からの退所者かについては明ら
かになっていなかった。自宅への移動の可能性
は，著者らが行った居宅サービス利用者におけ
る予測値と実測値との比較において，いずれも
有意な増加はみられなかったことから，見直し
により大勢の利用者が自宅に戻ったと考えられ
る十分な確証はみつけることができなかった。
しかし，自宅に移って必要と思われる居宅サー
ビス（訪問看護など）の利用人数は増加傾向に
あることから介護者のいる自宅に移動した可能
性も考えられる。介護療養型医療施設の退所者
は特定の介護サービスにのみ移動したというよ
り，他施設，在宅など各種の形態へ移動した可
能性が考えられる。
最後に本研究の限界としては，個々の利用者

の移動について把握できていないことである。
全国保険医団体連合会のアンケート調査5)によ
ると介護老人保健施設の退所者数を51.1％と報
告していたが，本研究においては利用人数で有
意な減少はみられていない。つまり数字の上で
は，減少のなかった他の２施設についても本来
は退所者がいたが，それをすぐ新規入所者がう
めていた可能性も考えられる。そのため影響が
なかった数字として現れた可能性がある。
この検討をするためには，退所した利用者の

動向を追跡する必要がある。そして退所した利
用者が食費・居住費の自己負担化による経済負
担の影響はなかったのか，どのような所得層な
のかを検討する必要がある。
米国の状況において，米国民の大半は低所得

者以外は，民間保険に加入している。
らは，保険料と保険加入者の推移において，保
険加入者は保険料のより低いほうへ保険を変更
する傾向にあり13)， らは，所得の
低い者ほど保険料によって保険を変更している
と報告している14)。さらに， らは医療
保険の政策見直しによって財政は簡単に修正で

きたが，社会的に弱い人達に影響が及ぶ15)と報
告している。日本の介護保険は公的保険であり，
サービスの変更をすることによって経済負担を
減らすことは可能である。そのため見直しの影
響が所得層によって利用サービスの変化として
現れていないかを，所得別に検討していくこと
が今後の課題である。また，日本ではこの見直
しによって介護老人福祉施設と有料老人ホーム
との価格差が縮まり，特に都市部では利用者を
獲得するため，より一層のサービスの向上が求
められると分析している14)15)。米国では医療保
険の政策見直しで施設収入が減少することによ
りスタッフの数が減少し，施設の遵守規定が保
てなくなり，介護の質が悪くなり，褥瘡など利
用者に影響が出ていると報告している16)-20)。全
国保険医団体連合の調査で，収入が減収したと
答えた施設が55.4％あったことからも，今回の
見直しにより施設の収入が減少している事業所
について，スタッフの減少が起こってないか，
法の遵守状態，介護者へのケアの質にどう影響
しているかも検討する必要がある。

Ⅴ

厚生労働省の介護給付費実態調査2002年度か
ら2005年度の公表データにより，2005年10月の
介護保険制度見直し（食費・居住費の自己負担
化）は，介護保険療養型医療施設の施設数，利
用人数，特に介護度５の利用者減少の影響を与
えたことが，全国規模で明らかになった。
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